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Ⅰ．研究の背景・目的 

 

当社、訓子府機械工業（株）は主力事業と

して“オニオンピッカー”、“オニオンタッパ

ー”等の農業機械制作を行っている。農業を

取りまく内外諸事情は農業従事者には厳しく、

設備投資の抑制傾向及び多くの競合製品の存

在もあり、今後製品の低コスト・高品質での

製品加工は避けられないものとなっているが、

これまでその技能と技術で支えてきた従業員

の高齢化が進展しつつあり、最近では大型製

品の加工という製品特性から重量物の取り扱

い、作業手順のない暗黙知依存加工による長

時間作業の作業負担の増大やミスの発生が生

じてきている。当社ではこれまで 60 歳定年制

を導入し、従業員との相談の上、1 年ごとの

再雇用制度を採用しているが、近い将来熟練

従業員が相当数定年を迎えることとなる。こ

のままの制度では、従業員自身の退職後の職

業計画も立ちにくく、また、当社の新人の安

定的採用活動及びこれまで培った現場技能の

伝承にも影響を与えかねない。北海道北見と

いう地域性もあり、年々厳しくなる市場環境、

少子･高齢化を背景とした労働環境の中で当

社が今後生き残りを図っていくためには、現

従業員への期待は高く、継続雇用制度を基盤

として“意欲ある高齢者への啓発”と“働き

やすい職場づくり”、すなわち、加齢の機能低

下を補いつつかつ経済性においても採算が取

れ真に高齢者が生産性に寄与しかつ新人への

技能伝承が可能となる“人間性と生産性を融

合させた継続就労のための生産システムへの

再構築”を行う必要性が、当社において不可

欠と考えた。そこで本共同研究では上記課題

解決に資するため、「農業機械製造業におけ

る高齢者の有効活用ための従業員参加手法を

用いた作業可能年齢の伸長に関する調査研

究」と題して、「作業可能年齢の引き上げに関

する研究」「強い企業体質、KAIZEN 風土づく

りに関する研究」の２つを枠組みとした研究

を行う事により継続就労への作業可能年齢の

伸長の実現と経済的基盤づくりへの体質強

化・サステーナブルな KAIZEN 企業風土づくり

を図ることを試みた。 
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Ⅱ．研究の内容と結果 

 

本研究のアプローチ法は、まず、外部研究者

から現状調査からの問題点を明らかにしても

らい、問題点を労使双方で共有しながら、本

研究の研究計画との関連性を鑑み、優先順位

を決定し従業員参加型の研究会で順次

KAIZEN を試みる手順で実施することとした。

また、外部研究者は KAIZEN 案へのアドバイス

及び啓発セミナーとフォローアップを研究期

間を通して行うこととした。 

この考えに基づき下記の順番で研究を実施

した。 

 

１．研究方法 

(1) 現状調査 

 継続就労に向けて“人間性と生産性の融合

を目指す”エルゴマ手法による現状分析 

(2) 継続就労基盤づくりのための KAIZEN 計

画の立案と参加型啓発セミナー 

現状分析結果から出された問題点を参加メ

ンバーに明らかにし「作業可能年齢の引き上

げに関する研究」「強い企業体質、KAIZEN 風

土づくりに関する研究」に関わる研究内容は、

外部研究員の啓発セミナーとともに、従業員

のアイデアの下、研究活動のなかで推進する

こととした。 

 

(3) KAIZEN の実施 

イ.「作業可能年齢の引き上げに関する研究」

での支援機器の導入等に関わる KAIZEN につ

いては現状調査結果を踏まえ従業員からアイ

デアの創出を図り具現化する。 

ロ.「強い企業体質、KAIZEN 風土づくりに関

する研究」での意識づけに関わる KAIZEN につ

いては、研究会及び啓発セミナーを通して実

施する。 

(4）研究結果の評価 

実施された研究内容の効果測定と評価を行

ない、継続就労への意識改革、自律 KAIZEN

風土の醸成に努める。上記研究成果を総合的

に分析、評価し、報告書に取りまとめる。 

 

２．研究の内容と結果 

現状分析の結果当社では解決すべき多くの

問題点が上げられた。研究会では本研究の目

的とが一致するものを第一優先としながら、

具現化すべき内容を確認しながら順次

KAIZEN を研究活動の中で進める事とした。 

(1) 作業可能年齢の引上げに関する研究 

イ．「向かうべき方向」と「対策」 

 作業可能年齢の引上げに関する研究の指針

として具体的に示された「向かうべき方向」

と「対策」は下記のものであった。 

      ・負担軽減化対策

      ・生産性向上化対策

      ・危険性の排除

・作業者の負担の訴えがもっとも大きいベンダー作業への新機種導入

・重量物運搬治工具等の導入対策

・新機種ベンダーの導入

・クイック段取り手法の開発

・５Ｓ作業の徹底化により不安全状況、不安全行為の解消を図
る従業員参加型教育の実施

(2)出来る要因の増加

対　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　策

・加齢により負担傾向が強まる傾向あり。

２）高齢化しても生産性を落とさずむしろ向上する職場環境整備

１）加齢による負担

(1)出来なくなる要因の排除

向かうべき方向

　   ・技能伝承修得法の整備

     ・多能工化

(3)記憶力低減

１
作
業
可
能
年
齢
の
引
き
上
げ
に
関
す
る
研
究

・新機種ベンダーを対象とした伸び調整技能の形式知データ蓄
積と見える化

・加工品手順書作成

・星取表（社内マイスター制度に利用できるように）

・新機種ベンダー作業方法教育用ノウハウ表の作成

・加工品手順書等資料の整備  
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研究会では、研究計画で掲げた“曲げ加工”

の KAIZEN が現状分析でも最も問題と指摘さ

れたことを受け、“曲げ加工支援機器としての

ＮＣベンダーの導入と段取り支援機器”につ

いての検討を行った。検討項目は、 

①最も負担の訴えが高い「刃具交換時でパン

チの重量物保持」（写真１）の軽減化をどうす

るか？ 

 

写真１  刃具交換時の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
② 作業者の「暗黙知」を「形式知」とする技 能伝承のデータ蓄積方法をどうするか（写真 2）

 
写真 2 ベテラン作業者による技能伝承状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．ＮＣベンダー導入の検討 

これらの問題を解決するため、ＮＣベンダ

ーの導入と段取り支援機器について検討した。 

①最も負担の訴えが高い「刃具交換時でパン

チの重量物保持」の軽減化の可能性の検討。

現状のベンダーによる曲げ加工では、刃具はベンダーの後部に配置された固定式の刃具収納箱に収

められており、加工のつど作業者が 20Kg 以上もの刃具を運びとりつけていた。また、ベンダー加工

の頻度が多く、段取りに時間を有し、段取替えの困難さから、“だんご”で生産し、仕掛品が多く発

生した。その結果、スペースをも占有し、生産性要因としてはマイナス面が多かった 

現状では、ベテラン作業者が、技能を伝承する場合、使用刃具の選択、取り付け・曲げ角度調整方

法、加工方法、ペダルの押加減、パンチの落下の不安全状況の存在等を OJT で教え込み、一人前の

作業ができるまで３年を要していた。 
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写真 3. NC ベンダーでのパンチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真 4. 画面上で呈示（見える化）されるパンチの取り付け位置 

 
 

②ＣＡＤ/ＣＡＭシステムへの組み込みによ

り、ＣＡＤで入力された情報で、作業・加工

手順が自動的に決定され、経験と勘を必要と

せず（技能伝承）、誰にでも簡単に高精度の製

品作りへの可能性の検討。

 

写真 5. ＣＡＤ/ＣＡＭでの部品作成状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ＮＣベンダーは、刃具の重さは変わらないものの（写真 3）、対象加工品の加工に対して的確な使用

刃具と取り付け位置を写真 4で示すように画面で呈示（見える化）し、刃具の締め付けもワンタッ

チで可能となる。パンチが落下しない機構があり、曲げ角度の確認は最初の１個のみで調整は不必

要となる。上側の刃であるパンチが下降するので、材料の保持がしやすく負担が軽減できる。また、

刃の下降速度などの動作設定もできるので、安全性が極めて高いものとなる。 
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写真 6. NC ベンダーのモニター上で呈示される加工部品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ＣＡＤを利用した図面・材料管理により作

業者の「暗黙知」を「形式知」とする技能伝

承のデータ蓄積の可能性の検討。 

 

写真 7. ＣＡＤによる技能伝承のための「形式値」データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

④「見える化」によりモニターに材料の曲げ

状態が常時視覚化され、ミスを発生させない

可能性の検討。 

 
 

 

 

 

 

 

ＮＣベンダーは、ＣＡＤで作成した製品をＣＡＭとの連携（写真 5）させ、最適な加工手順が

自動的に決定され、ＮＣモニターに順次対象手順が色区分されながら呈示される（写真 6.）。

作業者による経験や“曲げ代”等の勘を必要とせず、誰にでも簡単に高精度の製品作りを可能

とする。 

これまでのベテラン作業者が有していた「暗黙知」を写真 7のようにポイントを書き入れたＣＡＤ用

データに落とし込むことにより、技能伝承データとして、いつでも，誰でも利用できる「形式知」デ

ータとしての蓄積が可能となる。 
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写真 8. ＮＣベンダーモニター上に呈示される加工部品と加工状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の検討結果、本研究では、ＣＡＤ／Ｃ

ＡＭシステムとして機能するにＮＣベンダー

を導入することが、作業負担の軽減、技能伝

承のためのデータの蓄積、継続雇用のための

経済的基盤の確立に向けて極めて効果的であ

り、当社の“作業可能年齢の引き上げ”に多

いに貢献するものと判断した。 

そこで研究会では、“ＮＣベンダーの導入と

ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの構築”を行うこと

を決定した。写真 9 に本研究で導入したＮＣ

ベンダーを示す。 

 

写真 9. 本研究で導入したＮＣベンダー 

 
 
 

ハ. ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの構築 

① ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの確立 

本研究では、図 1.に示すＣＡＤ／ＣＡＭシ

ステムの確立を目指すこととした。現状調査

で明らかとなったように、当社には図面＆作

業手順書が少なくそのほとんどが作業者の暗

黙知である。本システムを活用するためには、

一刻も早くＣＡＤデータへの落とし込みが不

可欠であり、このことが技能伝承＆継続就労

を可能とする作業可能年齢の引き上げ、経済

的基盤の確立に寄与すると考えるからである。 

ＮＣベンダーは、モニターに使用刃具、加工手順、曲げ角度等について必要情報がすべて、視覚と

して認知できるようになるので(写真 8.)、これまで発生していた左右折り曲げの勘違いミス等は

一切発生しなくなる。 
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【CAD】 

SHEET WORKS 
３次元図面を作図 

         ↓ 

     自動展開 

【CAM】 

BEND/CAM 

・曲げ順の選定 

・金型(ﾊﾟﾝﾁ・ﾀﾞｲ)の選定 

・金型レイアウト 

・作業指示書出力 

【加工機械】 

アマダ(HDS1303) 
・作業指示書ﾊﾞｰｺｰﾄﾞより 

  データ取得 

・金型取付 

・加工 

・寸法チェック(自動補正) 

設計

作業指示書出力 CAM データ作成

金型取付 

寸法チェック

バーコード読取り 

加工 

LAN 

LAN 

図 1．ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの概念図 
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② 初心者用ＮＣ操作手順の確立 

初心者が覚えるべきＮＣ操作手順を確立し

た。以下にその内容を記す。 

 

手順 1：作業指示書のバーコードを NC ベンダ

ーに読み込む。 

作業指示書とバーコード読み取り部を写真

11,12 に示す。 

写真 11. 作業指示書 

 

写真 12. バーコード読み取り部 

 

 

手順 2：モニター上で曲げ手順と完成図を確

認する。写真 13.に曲げ手順確認時のモニタ

ーの様子を示す。 

 

図 13. 曲げ手順確認時のモニター 

 

手順 3:モニターに表示される刃具を取り付

ける。 

 モニターの様子と刃具取り付けの様子を写

真 14.と 15.に示す。 

 上側の刃であるパンチはチャックの端から

スライドして取り付けるようになっており、

従来型のようにパンチをボルトで締め付け終

えるまで保持する必要がない。また、チャッ

クは油圧で自動締め付けとなっているので、

ボルトの締め付け作業は不要となる。 

 

写真 14. モニターの様子 

 

 写真 15. 刃具取り付けとチャック部 

 

 

手順 4: 最初の１個を試し曲げする。 

 このとき角度の確認は、ベンダーとの通信

機能を持つ専用の角度測定器で行う。修正が

必要であれば、測定結果をベンダーに送信す

る。写真 16.に角度測定器を示す。受信した

情報を元にベンダーが曲げ角度を自動修正し、

本番の曲げ加工に入る。 
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写真 16. 角度測定器 

 

手順 5: 加工を開始する。 

 このときもモニターには、一回曲げるごと

に実際の材料の加工状態と同じ図が示される。

表示される図は拡大や縮小、回転が可能で、

見やすいように表示できる。また、材料の表

と裏では表示色が変わり、曲げ間違いもない。

曲げ作業そのものも簡単で、バックゲージに

材料の端を当て、操作ペダルを踏むだけであ

る。ペダルの踏み加減に経験や勘は必要なく、

作業者が曲げやすいパンチの下降速度に調節

するだけである。設定によって、パンチの下

降速度を一定にすることも可能である。 

以上の手順でＮＣベンダーによる曲げ加工

が行われる。 

ニ．刃具移動収納台＆作業用移動台車の制作 

ＮＣベンダーの導入後、負担を軽減しさら

に生産性を向上させ、作業可能年齢を引き上

げるための KAIZEN として刃具移動収納台の

作成を行った。ＮＣ化されたベンダーでも、

刃具の交換は依然として作業者の手で行わな

ければならないからである。また、刃具は重

量物であるためその移動作業には負担や危険

性が伴う作業である。制作した支援機器は、

簡単に刃具の取り出しができる移動可能な収

納台を考えた。写真 17.に考案した刃具移動

収納台を示す。 

 

 

 

 

 

 写真 17. 刃具移動収納台 

 

 刃具移動収納台は、大きな刃具は台の下に

配置し、小さいものは台の一番上に配置する

とともに、刃具の番号をラベルによって示し

て刃具を選びやすくした。写真 18.に示す

KAIZEN 前の固定式刃具台では刃具の名称な

どの表記はなく、選定に当たって定規を当て

るなどして確認していた。KAIZEN した刃具移

動収納台は作業性向上と作業負担軽減の面を

考慮したものとなっている。 

写真 19.は刃具移動収納台の刃具番号表示

を示したものである。 

 

写真 18.KAIZEN 前刃具台 
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写真 19.刃具番号表示 

 

この刃具移動収納台材に加えて材料の移動

や作業をしやすくするために、ＮＣベンダー

の高さに合わせて移動作業台も製作した。写

真 20.に移動作業台を示す。移動作業台は、

ＮＣベンダーに合わせて作業台の高さが設定

されているだけでなく、台の下に引き出しを

設けて、そこにＮＣベンダーのための基本的

な工具や説明書などが収められるようにした。

これによって、作業中に問題があった場合に

は、探す動作を省き、スピーディーな対応を

可能としている。なお、これらはみな研究会

参加作業者によって作成されたものである。 
 

写真 20 移動作業台 

  

ホ. 改善案の試行・効果測定 

① ＮＣベンダー導入による負担軽減への効果 

 ＮＣベンダー導入の作業負担への改善効果

を確認するために、疲労自覚症状調べ、握力、

作業姿勢負担評価、聞き取り調査を実施した。  

 調査対象者はベンダー熟練者と初心者、各

１名で、これまでのベンダーとＮＣベンダー

において、刃具交換を含む通常の作業を実施

した。具体的には「玉葱デガー」用部品の曲

げ加工を行った。 

【効果測定１】刃具脱着回数＆刃具扱い総重

量 

ＮＣベンダーでは刃具の脱着回数と刃具の

総重量が改善前ベンダーよりも少なくなった。

すなわち、脱着回数は 27 回から 18 回へと約

30％減少した。また、刃具の総重量は 207.4kg

から 109.7kgへと 50％弱に低減した。これは、

ＮＣベンダーの導入によって的確な刃具の選

択・設定が行われたことと、ＮＣベンダーの

制御機能により、一つの刃具で複数の曲げ加

工が行えるようになったためである。設定作

業において、ＮＣベンダーによる作業負担の

軽減や生産性に及ぼす改善効果を確認するこ

とができた。 

【効果測定 2】疲労自覚症状＆握力 

ベンダー熟練者と初心者の改善前後の疲労

自覚症状・握力調査結果では、熟練者におい

て負担状況が認められなかった。初心者につ

いても、明らかな負担状況を確認することは

できなかった。しかし、初心者には、これま

でのベンダー作業を開始する前には、とまど

いを示唆する訴えが認められた。 

【効果測定 3】作業姿勢負担評価指数＆作業

時間 

 対象作業において作業姿勢負担評価システ

ムを用いた作業姿勢負担評価結果からは、作

業姿勢への負担が、ＮＣベンダー作業で熟練

者で 24.1%、初心者で 14.6%軽減され、作業時

間も熟練者で 43.0%、初心者で 30.0%も短縮さ

れることが明らかとなった。 

② 刃具移動収納台の改善効果 

【効果測定 4】作業姿勢負担評価指数＆作業

時間 

開発した刃具移動収納台について改善効果

の確認するための調査を行った。調査内容は、

刃具移動収納台を使用した場合と使用しない

場合でそれぞれの作業姿勢負担評価を行った。

刃具移動収納台を使用しないときは、作業姿

勢負担評価指数 111.7（100 以上の場合は改善

を必要とする）を示したが、刃具移動収納台

を使用した場合は指数 74.0 に減少し、改善不
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要の値となった。刃具移動収納台を使用しな

い場合は、刃具選定時に“しゃがみの姿勢”

が多くなり、また刃具取り付け位置確認は定

規を使って行わなければならなかったが、刃

具移動収納台の使用により不具合作業は発生

せずまた、加工時間の観点からも刃具移動収

納台を使用することによって約 35％の時間

短縮が可能となった。 

【効果測定 5】熟練者と初心者への聞き取り

調査 

“ＮＣベンダーと刃具収納移動台車＆作

業用移動台車”の導入に関する熟練作業者と

初心作業者への聞き取り調査結果では、両者

ともに作業性、生産性＆安全性に対して導入

に対して高評価を得た。特に従来のベンダー

が経験と勘、体力を要するものであったこと。

それに対しＮＣベンダーが、熟練者にも初心

者にも共通して、モニターによる加工品の図

表示とパンチ落下の心配がなく作業への取り

組みやすいものにしてることが伺われた。 

へ．ＮＣベンダー導入等による作業可能年齢

伸長効果 

ＮＣベンダーと考案した刃具移動収納台

＆作業用移動台車が作業可能年齢を伸長させ

る効果があることを確認するため、ＮＣベン

ダーを使用したことがない本年度から雇用延

長対象者の 60 歳の作業者を対象にシミュレ

ーションを行った（写真 21）。シミュレーシ

ョンは、ＮＣベンダーの使用方法について指

導してもらいながら、一人で作業ができるよ

うになるまでにかかる時間を測定した。また、

これまでのベンダーで製品を一人で作れるよ

うになるまでにかかる時間について聞き取り

調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 21.雇用延長作業者を対象として行った

シミュレーションの状況 

   

 

シミュレーションに当たり、本研究結果で

確立したＣＡＤ／ＣＡＭシステムの説明とそ

のＮＣ操作手順を説明した。 

ＮＣベンダーの最大の特徴の一つは、数値

化された図面情報（ＣＡＤで作成）により半

自動で曲げ加工を行えることである。これま

では、操作ペダルの踏み加減で曲げ角度を調

節しなければならず、経験と勘が必要な作業

であったが、ＮＣベンダーでは説明した操作

手順を行うだけで、高精度の曲げ加工を行う

ことができることを伝えた。 

写真 22.に実施した曲面の加工状況を示す。 
  

写真 22. 曲面の加工状況 
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通常のベンダーでは 1/100 度代の曲げ精度を

出し続けることは、熟練技能でも難しかった

が、ＮＣベンダーでは加工が非常に難しい曲

面も簡単に作ることができるものとなってい

る。60 歳の作業者を対象としたシミュレーシ

ョン実験では、約 30 分でＮＣベンダーを習得

することができた。 

次いで、全くベンダーそのものに触れたこ

とがない初心者でも短時間で操作法を習得す

ることができるか否かのシミュレーションを

行った。シミュレーション様子を写真 23.に

示す。 

         

写真 23. 初心者によるシミュレーション状況 

   

 

シミュレーション結果は初心者でも約 30

分で操作法を習得することができた。金属や

加工の知識がなくても作業ができるので、覚

えるのはＮＣベンダーの操作方法だけで高精

度の製品を完成させることが明らかとなった。

しかし、問題が発生した場合は加工の基本的

な知識が必要なので、数十分の指導だけでは

完全な操作方法を習得することは難しい点も

ある。 

聞き取り調査結果から、従来のベンダー加

工は習得するまでに約３年かかるといわれて

いるので、従来のベンダーとの比較において、

ＮＣベンダーの優位性は、負担軽減、記憶力

低下の補完、多能工化の実現、原価低減、品

質向上、納期短縮に寄与し、経済的基盤づく

りならびに機能低下が否めない高齢作業者の

継続就労に向けて“作業可能年齢を伸長させ

ることに大いに貢献する”。と考えられる。加

えて、ＮＣベンダーはＣＡＤでのあらかじめ

入力された図面情報を基に加工を行うので、

図面情報を作成する際にこれまで整備されて

いなかった作業者の「暗黙知」の部分を作業

手順や加工情報として蓄積でき、技能伝承の

ノウハウの蓄積にも役立つものとなった。 

ト．その他の KAIZEN の実施と成果 

①ゴミ・廃材処理 

 これまでは床にゴミが散乱し、良いものづ

くりの妨げになっていた。ゴミ袋も設置され

ていたが、床にゴミをそのままにしておくこ

とに対して意識は低い状況であった。しかし、

外部講師の啓発セミナーを通して５Ｓに対す

る意識を向上させることができ、ゴミの処理

についての写真 24 に示すようなアイデアも

出され実行された。 

 

写真 24. ゴミ処理法を考えたゴミ袋の様子 

 

 

②廃材＆端材置き場の新設 

これまで、加工済みの廃材及び端材は写真 25

に示すように、床に直置きされていた。スペ

ースの活用、作業性、安全性の観点から、写

真 26 で示す改善を実施した。 

15



訓子府機械工業株式会社                                                 

写真 25. これまでの加工済みの廃材及び端材の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 26. KAIZEN 後の廃材及び端材の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③治工具置き場 

 工場内の整理整頓の一つとして、写真 27.

と写真 28.に示すような治工具置き場を新設

した。良い製品を作るためには、治具が重要

であるが、これまでは工場内で材料やゴミ、

工作機械などに埋もれていて、治工具管理し

ていなかった。そこで、自動車用コンテナを

利用し、内部には棚を設けて治工具置き場と

した。これにより、治工具の管理ができ、生

産性の向上に役立つと考えられる。 

 

 

写真 27.  治工具置き場外観 
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写真 28.内部の様子 

 

 

④喫煙場所の新設 

 当社では、ヘビースモーカーが多く煙草

をくわえたままの乍ら作業も多々見られた。

ものづくり姿勢として観点から、“ながら

作業”を止め、写真 29 に示す喫煙場所と喫

煙時間を設け、高品質に向けたものづくり

への取り組みを示す事とした。 

 

 

写真 29. 新設した喫煙所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 強い企業体質、KAIZEN 風土づくりに

関する研究 

イ．「向かうべき方向」と「対策」 

 強い企業体質、KAIZEN 風土づくりに関す

る研究の指針として具体的に示された「向

かうべき方向」と「対策」は下記に示すも

のであった。 

 

 

 

 

・煙草をくわえたままでの“ながら作業”の是非の検討。

・材料・工具等の予算管理が出来るような購買システムの確立

・外部購入部品の予算管理が出来るような発注システムと納入時の
受入検査、納入場所の定位置化の確立

１）高齢者継続雇用を可能とする経済的基盤の確立

(1)高齢者雇用を実現するＱ（品質向上）、Ｃ（コスト低減）、Ｄ（納期短縮）を実現する生産ラインの実現

・加工部品手順書作成（加工上の注意ポイントを記載）

・加工中のやりにくさや、不具合を解決しこれらの発生を繰り返さ
ない仕組みづくり。

・外注ミスの再発を防止する仕組みづくり。

・設計・開発品で変更があった場合、作業者に情報が行き渡る仕組
みづくり。

・内部負荷や稼働率（主体作業は60%弱）を充分考慮した上での外注
業務の徹底。

・外注納入品のミスの発生を防ぐため現物と図面を渡す仕組みを徹
底させる。

・材料＆部品の錆や埃の付かない保管方法の工夫。

２
 
強
い
企
業
体
質

、
風
土
づ
く
り
に
関
す
る
研
究

(

1

)

向かうべき方向 対　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　策

      ・品質向上対策（Ｑ）

      ・コスト低減化対策（Ｃ）
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・“見える化”できない技能を社内で認定・評価する社内検定制
度（マイスター制度）の確立

(2)モチベーション＆モラールの向上を目指す全社一丸となった強い体質づくりへの企業風土の醸
成。

・前(1)を含めた、低コスト、高品質、低作業負担での生産性向
上に向けた意識改革を中心とする従業員参加型人材育成教育

      ・短納期生産対策（Ｄ）

・注意の焦点、従業員の発案ベース、経営的情報資源の蓄積、強
み、を提供する基本方針（ドメインの決定）の明確化と従業員へ
の徹底。
・定年後賃金・厚生年金等生涯設計知識修得勉強会

・雇用延長後でも活用できる人事評価・賃金制度の導入

２
 

強
い
企
業
体
質
、
風
土
づ
く
り
に
関
す
る
研
究

(

2

)

・外注納入品のミスの発生を防ぐため現物と図面を渡す仕組みを
徹底させる。

 ・労使一体となった従業員のモラー
ル,モチベーション対策

向かうべき方向 対　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　策

・作業者にもわかるヤード等での定位置化・部品保管区分方法の
確立）

・作業手順書（標準作業時間を記載）により、 作業者任せにな
らないムダのない、ミスのないものづくりを確立する。

・作業計画と進捗状況がわかる”見える化”システムの確立（ガ
ントチャートでＯＫ）。

・計画とのづれがある場合は、それを修正する仕組み、ミーティ
ングを確立する。

・作業手順書に基づき作業配分（段取り・負荷調整）を行う担当
者を決定する。

・進捗管理を行う担当を決め、併せて工場長の役割を明確化す
る。

・加工手順書等により加工に一貫性を持たせる。

 

 
当社では、これら KAIZEN を推進するため、

共同研究の研究会を利用し社長をはじめとす

る役員と従業員及び当研究の外部講師が参加

し啓発活動を実施する啓発セミナーを行った。

研究会及び啓発セミナーに社長自らが参加し

（写真 30）、先頭に立って改善に取り組む姿

勢を示すことは、職務満足度の態度得点で低

値を示した従業員の改善意識・動機を高める

ものとなり、全社的な改善活動を促進させる

ものとなった。 

 

写真 30.研究会での社長の挨拶 

 
 

 ロ．企業ドメインの設定 

現状調査の中で、“作業者の注意の焦点、従

業員の発案ベース、経営的情報資源の蓄積、

強み、を提供する基本方針が明確でないこと

に起因し、作業者の一体感がなく、何となく

造っている感じがあり、ものづくりの企業と

しての思想が不足しかつ色々な不満がくすぶ

っている。”との指摘を受けた。そこで、当社

の“企業が事業活動を行う領域の決定や基本

的性格”を決定するドメインを作成すること

とした。 

当社は、“オニオン関係、ポテト関係”、“食

品機械”、“外注部品受注”“その他”各種業務

を行い多角化を志向している。そこで、 

 

 

 

 

したドメインを考え掲げることとした。この

ドメインは、 

・広範囲な活動領域をカバー。 

・各分野でのこれまでのブランドはある。 

・顧客に信頼されている（社会貢献してい 

る）。 

・それでもそれに満足することなく常にチャ

レンジすることをモットーにしている。 

ということから考えたものとなっている。 

「信頼のブランドにチャレンジしつづける 

訓子府機械工業」 
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ハ. 研究セミナーの開設と内容  

“強い企業体質、KAIZEN 風土づくりに関す

る研究の指針”にもとづき外部研究員より現

状調査で指摘された問題点をオープンにする

とともに、“ものづくり企業のあるべき姿”（姿

勢＆システム）や、他企業の KAIZEN 事例、自

社の KAIZEN 結果報告、また高齢者の継続雇用

に関わる作業意欲、年金への知識啓発等のセ

ミナーを行った。 

 

【啓発セミナー その１】 

外部研究員（三上行生氏）担当の啓発セミナーでの内容項目概要を表 1 に示す。

 

表 1.高齢者継続就労に向けての啓発セミナー内容項目の概要 

１．ものづくりを取り巻く、現代の日本 

・超高齢・少子社会の到来 

・ものづくりはひとづくり 

２農業機械製造業における高齢者の有効活用のための従業員参加手法を用いた作業可能年齢

の伸張に関する調査研究 

・作業可能年齢の引き上げに関する研究 

・強い企業体質、風土づくりに関する研究 

３．がんばれ訓子府機械工業（株） 

・研究会実施の背景 

・研究計画書への記載 

・調査データからの抜粋（現状分析結果） 

４．21 世紀をしなやかに生きるために 

・北海道のおかれている立場 

・道内ものづくり産業の課題 

・個々の企業に必要なロードマップ 

・生産性向上に向けての要件 

・共同研究事例（酪農用機械器具製造業における 65 歳までの雇用確保の為の職場改善等の

条件整備に関する調査研究 

・改善の基本精神 

５．北海道型生産管理中核人材（ものづくりエキスパート）育成プロジェクト 

・中核人材像 

・エルゴマアプローチ工場実習内容説明 

・働くとは 

・改善問題とアイデア 

・本研究のこれまでの実施結果のまとめ 

６．これからの道内“ものづくり” マネジメントへの提言 -１- 

・儲かっている企業の例 

・これからの生産環境（受注生産・販売方式の導入効果） 

・あるべき姿としてのＪＩＴ生産方式 

・流れ生産方式 

７．これからの道内“ものづくり” マネジメントへの提言 -2- 

・平準化生産 

・多工程持ち段取り替え 

・自働化 

・かんばん 

・品質保証 

・保全・安全 

・５Ｓ成功のための８つのポイント 

８．18 年度最終報告会 
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ニ．【啓発セミナー その２】 

外部研究員（小山田政義氏）を中心に実

施された“強い企業体質、KAIZEN 風土づくり

に関する研究の指針”に関わる啓発活動研究

及びセミナーは表 2 に示すものである。 

 

表2. 啓発活動研究及びセミナー 

低コスト、高品質、低作業負担での生産を目指すためのものづくり人材育成教育体系の確立に関する

研究 

〈具体案〉 能力を有効活用するための人材教育体系の構築（人材育成基本方針、能力開発規程、職務

別能力要素、育成計画等の作成） 

 “見える化”出来ない技能を社内で認定・評価する社内検定制度（マイスター制度）の研究 

 

〈具体案〉 高齢者の技能を認定する社内検定制度（マイスター制度）の構築 

 これまでの評価についての問題点を洗い出して、人事考課表を見直し、高齢者の雇用延長後にも活用

できる人事評価・賃金制度の研究 

 

〈具体案〉 高齢者の雇用延長後にも活用できる人事評価（含む面接制度）・賃金制度の研究 

 定年後の賃金低下に伴うモラルダウンを来たさないようにするため、厚生年金等の生涯設計の知識を

習得する勉強会の検討・試行 

 

〈具体案〉 生涯設計セミナーの開催 

 

 

 
①低コスト、高品質、低作業負担での生産を目

指すためのものづくり人材育成教育体系の

確立に関する研究（人材育成基本方針、能

力開発規程、職務別能力要素、育成計画等

の作成） 

 

ａ．現状把握とスローガンの設定 

当社では、現在人材教育体系を制度化した

ものが現状では存在していない。そのため、

新たに人材教育体系の文書化を目指すことに

した。 

まず人材教育体系を構築するために現在の

企業風土がどのようになっているかを知る必

要がある。また、どの部分を改善したらよい

か知る必要がある。 

そこで現状調査では、「組織風土チェックシ

ート」を活用して、現在の企業風土を把握す

ることにした。「組織風土チェックシート」の

結果を踏まえながら、平成 19 年度の人材育成

基本方針（スローガン）の下での行動指針を

作成し、実行していくことにした。（内容は表

3 に示す） 

これが実行できれば、当社は間違いなく能

力のレベルアップが期待できるものと考えた。 

表 3. スローガンと行動指針 

平成１９年度 スローガン 
 

「信頼のブランドにチャレンジしつづける 

訓子府機械工業株式会社」 
 

行動指針 

１．挨拶・言葉づかいをきちんとしよう 

２．報告・連絡・相談をきちんとしよう    

３．自分の仕事に対して責任をもとう 

４．お互いに協調性を持って仕事をしよう 

５．整理・整頓をしっかりしよう 

 

ｂ. 能力開発規程 

 能力開発規程は、「再雇用チャレンジ規程」

として、外部研究者の指導のもとに作成した。 

なお、専門的・高度な表現はできるだけ避

けるようした。（※規程については省略） 

ｃ．育成計画 

 次に、さらなる「強い組織風土」を創るた

めに、外部研究者の指導の下「目標管理プロ

グラム（ドライビング人事システム）」を採用

し、プロジェクトメンバーに試行することに

した。 

プロジェクトについては、若年者や定年後

の高齢者も含め合計 8 名でメンバーを構成し

た。（※なお、今回の報告書において、メンバ

テーマ２ 

テーマ３ 

テーマ 4 

テーマ 1 

20



                                                  訓子府機械工業株式会社 

ーの氏名は、実名を載せず仮名で表示） 

 

育成計画の流れ 

① 今後の育成計画を立てた。改善チェック

16 項目の内容を決定 

 

② 達成の成果を毎月 2 回（15 日、末日）

に外部研究者に報告することにした。 

 ＦＡＸを使用する 

③ 外部研究者が集計を行い、研究会の時に

メンバーまたは社長に報告 

 

 外部研究者が、各メンバーにドライビング

報告についてのアドバイスを行う 

④ 集計結果を踏まえ、各メンバーがドライ

ビングチャレンジ目標を書く 

 

⑤ ④のドライビングチャレンジ目標につ

いての自己振り返りを書く 

 

最終的に、外部研究者が各メンバーの 16

項目達成度合いも調べることにした 

イメージについては、図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21



 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

                           

図
2．

 
育
成
計
画
の
流
れ

共
同
研
究
ソ
フ
ト
面
で
の
支
援
の
流
れ
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が

FA
X
で
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部
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究
者
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③
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部
研
究
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が
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計
を
行
い
、
研
究
会
時
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
（
社
長
）
に
報
告
 

①
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成
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画
の
立
案
 

改
善
ﾁｪ
ｯｸ

16
項
目
の

内
容
決
定
 

⑤ ド ラ イ ビ ン グ 自 己 振 り 返 り を

書 く 

④ ド ラ イ ビ ン グ チ ャ レ ン ジ 目 標

を 報 告 

平
成

18
年

10
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平
成

19
年

3
月
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ｄ．ドライビングチャレンジ目標、ドライビ

ング報告についてのアドバイス 

共同研究プロジェクトメンバーが、各自

で出来ていない項目を洗い出し、ドライビ

ングチャレンジ目標を立てた。また、その

サポートとして、外部研究者がドライビン

グ報告についてのアドバイスを行った。 

 
          

図 3．ドライビングチャレンジ目標等 

 

メンバーが目

標を記入し、

外部研究者に

ＦＡＸする 

外部研究者が、

16 項目の中で出

来ているもの、出

来ていないもの

を挙げ、アドバイ

スしたものを各

人に手渡す 
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e．育成計画の効果 

 育成計画に従い、効果を全体及び各人別に

表すことにした。図 4 については、プロジェ

クトメンバー個人が 16 項目の中で、特に出来

ていなかった項目が最終的に改善できたかを

表すことにした。 

 その結果、改善された（今まで出来ていな

かったことが、出来るようになった）項目が

かなり増えた。 

 

図 4．自己評価結果      は改善されたことを示す 

氏名 １６項目の中で特に出来ていなかったもの（主な項目） 判定 

① 仕事を正確に処理できましたか。  

② 仕事をスピーディーに処理できましたか。  

⑤ 机の上など整理整頓は出来ていますか。  

⑬ 労働時間を短縮できるよう工夫していますか。  

     ５０代 

⑯ 自分の仕事に自信とプライドを持てるように工夫していますか。  

④ 経費削減は上手くできましたか。 

⑤ 机の上など整理整頓は出来ていますか。  

     ４０代 ⑫ コミュニケーションを積極的にすることができましたか。 

⑦ 指示・命令に対し理解して行動していますか。 

⑩ 自分の仕事以外の仕事にも協力できましたか。  

     ６０代 ⑫ コミュニケーションを積極的にすることができましたか。  

④ 経費削減は上手くできましたか。 

     ３０代 
⑫ コミュニケーションを積極的にすることができましたか。 

⑧ 服装・挨拶・言葉使い・社外での礼儀など上手くできていますか。 

     ４０代 ⑫ コミュニケーションを積極的にすることができましたか。 

② 仕事をスピーディーに処理できましたか。 

     ５０代 ⑩ 自分の仕事以外の仕事にも協力できましたか。 

② 仕事をスピーディーに処理できましたか。  

⑤ 机の上など整理整頓は出来ていますか。  

⑬ 労働時間を短縮できるよう工夫していますか。       ３０代 

⑮ 今やらなければいけないことを今やっていますか。  

⑩ 自分の仕事以外の仕事にも協力できましたか。 

     ４０代 
⑬ 労働時間を短縮できるよう工夫していますか。 
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この結果、本研究で実施した育成成果とし

て、40 代、50 代、60 代でも改善の効果が認

められた。このことから、年齢を問わずチャ

レンジすることについて一応の成果が認めら

れることが明らかとなり、また、ドライビン

グ人事システムなどの人材教育を通して「強

い企業体質・企業風土づくり」の基盤を構築

することができたと考える。 

今後は、これらの基盤を社内で充実させ、

全社員一丸となる体制をさらに目指すことと

した。 

 

 
②“見える化”出来ない技能を社内で認定・

評価する社内検定制度（マイスター制度）

の研究 

ａ．マイスター制度構築案 

当社の高齢者は、多くの熟練した技能を有

しているが、今まで、その技能を認定する社

内検定制度（マイスター制度）がなかった。 

そこで今回マイスター制度を検討するこ

とにした。まずは、再雇用チャレンジ規程に

下記の項目を追加した。 

 

表 4．再雇用チャレンジ規程 

第 11 条（定年後の多能工） 

 定年退職前に各職場で経験した者、及び新

たな能力を活かした者（マイスターとして認

められた者も含む）については、再雇用後は

指導者として活躍していただくものとする。

 

当社では、現在技能マップを作成中であり、

この技能マップを体系化し、マイスター制度

の基準を構築中である。 

このマイスター制度については、今後の当

社の重要課題として平成 19 年度以降も引き

続き行うこととした。 

 

 
③これまでの評価についての問題点を洗い

出して、人事考課表を見直し、高齢者の雇

用延長後にも活用出来る人事評価・賃金制

度の研究 

 

当社では、平成 18 年度に定年退職を迎える

者がおり、定年後の賃金については、世間相

場や他社の事例、また定年予定退職者の定年

後の職務など複合的に考える必要がある。 

定年後の賃金については、厚生年金や高年

齢雇用継続基本給付金なども考慮する必要が

あり、さらに賃金低下により「やる気」が低

下してはならない。 

そこで本研究では、定年後の賃金設計につ

いて外部研究者から意見を聞き、当社オリジ

ナルの人事・賃金制度を検討した。また「組

織風土チェックシート」の結果では、プロジ

ェクトメンバーの多くが、人事評価は公平で

納得のいくものかどうか？についてはよくわ

からないと答えていた。 

そこで、外部研究者から、最近の定年後の

賃金設計の考え方の指導を受け当社の人事考

課表（図 8)を検討することができた。 

 

 
④ 定年後の賃金低下に伴うモラルダウンを

来たさないようにするため、厚生年金等の

生涯設計の知識を習得する勉強会の検

討・試行 

 

今回、新たに 55 歳以降の従業員を対象に、

外部研究員による啓発セミナーとして「ライ

フプランセミナー」を実施した。 

厚生年金の支給開始年齢やしくみをわかり

易く説明し、定年前の従業員に対しては、具

体的に厚生年金の申請手続きの説明を行った。 

 また、質疑応答も行い、定年後の給与と厚

生年金・高年齢雇用継続基本給付金などのし

くみが理解できる成果が得られた。 
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Ⅳ．まとめ 

 

本共同研究のまとめは以下のようになる。 

 

1.「作業可能年齢の引き上げに関する研究」

に関して 

本研究計画で掲げた“曲げ加工”の KAIZEN

が現状分析でも最も問題と指摘されたことを

受け、解決策として、ＣＡＤ／ＣＡＭシステ

ムとして機能するＮＣベンダーを導入するこ

とが、作業負担の軽減、ミスの減少＆技能伝

承のためのデータの蓄積、継続雇用のための

経済的基盤の確立に向けて極めて効果的であ

り、当社の“作業可能年齢の引き上げ”に大

きく貢献するとの研究会の判断により“ＮＣ

ベンダーの導入とＣＡＤ／ＣＡＭシステムの

構築”を行い極めて有効な成果を得た。 

 

2.「強い企業体質、KAIZEN 風土づくりに関

する研究」に関して 

各々の掲げたテーマに対し 

①「低コスト、高品質、低作業負担での生産

を目指すための KAIZEN とその意識付け」に

関し、外部研究員考案の、教育訓練ツール

「ドライビング人事システム」などのシス

テムを活用し、年齢が 40 代、50 代、60 代

でも意識付け改善の効果が認められた。 

②「高齢者の技能を社内で認定・評価する社

内検定制度（マイスター制度）づくり」に

関し、社内での規程作りができた。 

③「定年後の賃金低下に伴うモラルダウン防

止のための厚生年金等の生涯設計の知識を

習得する勉強会の実施」に関し、社内では、

どうしても定年後の年金や賃金について専

門的な知識を持つ者が少ない。そのため外

部研究者が講師になり、勉強会を実施でき

たことは有意義であった。 

また、定年後の賃金低下によるモラルダ

ウン回避に対し、従業員＆経営者も知識を

深めることが出来た。 

④「人事考課での問題点の洗い出しと見直し

による高齢者の雇用延長後にも活用できる

人事評価・賃金制度の確立」に関し、外部

研究者から、最近の定年後の賃金設計の考

え方の指導を受け、それらを踏まえ当社の

人事考課表を検討することができた。 

以上、今回の共同研究では、外部研究者

による啓発セミナーを通して継続就労を可

能とする人材育成基本方針から諸規程まで

の作成だけにとどまらず、サステーナブル

な KAIZEN 風土を構築できたことは特に大

きい成果と考える。 

 

3. 今後の課題 

 本研究の現状調査により、当社には共同研

究期間には実施できなかった数多くの

KAIZEN すべき問題点が本報告書で記載した

ように残っている。今後これらの解決を強い

企業体質、KAIZEN 風土づくりに向けて順次図

っていきたいと考えている。 

 

4. 研究の高齢者雇用に関する前進面 

当社では、外部研究員から、現状での当社

の“ものづくり企業”としての問題点を従業

員にオープンにしてもらい、KAIZEN の実施＆

啓発セミナーを通してこれからの高齢社会で

かつ北海道での“ものづくり企業”のあり方

への問題意識を労使双方でもつことができた。 

また高齢者が自ら継続雇用について考え

KAIZEN する企業風土の醸成も培われつつあ

る。このようなサステーナブルな KAIZEN 風土

が醸成されるなら当社の 65 歳までの継続雇

用に向けてきわめて大きな経済的基盤の確立

と高齢者の視点から捉えた労働環境整備が可

能となるのみならず、この成果は他の中小の

企業での高齢者雇用の参考になるものと考え

る。 
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